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はじめに 

 

 この算定シートは、農林水産省農村振興局農村政策部農村環境課が平成 18 年度か

ら行ってきた環境影響評価技術の検討のうち、「環境への負荷分野」に係る技術検討

の一環として作成したものです。 

一連の検討の中では、まず、土地改良事業の実施地区における工事積算資料を使っ

て温室効果ガス排出量を算定できるプログラムを開発し、これを使用して、ダム、頭

首工、水路などの主な土地改良施設からの温室効果ガス排出・削減量のケーススタデ

ィを多数行いました。 

これらの調査成果を活かし、事業の計画段階から地球温暖化対策を推進するため、

計画段階の限られた施設諸元から温室効果ガスの排出・削減量を概算できるような手

法を検討し、この算定シートを開発しました。 

 この算定シートは、マイクロソフト社の表計算ソフトであるエクセル上で作動する

もので、エクセルを使ったことがあれば、ライフサイクル（建設～供用～廃棄）にお

ける土地改良施設からの温室効果ガス排出・削減量を簡単に計算することができます。

さらに、ストックマネジメントを実施して施設を長寿命化した場合の温室効果ガス排

出・削減量についても計算することができます。 

この算定シートを使用して、従来からの土地改良事業の環境配慮対策の一環として、

地球温暖化にも配慮した土地改良事業計画の策定に取り組まれることを期待します。 

 

 

平成 27 年 3 月 

農林水産省農村振興局 

農村政策部農村環境課 

農村環境対策室 
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１． 土地改良事業における温室効果ガス算定の考え方 

1.1 農業農村整備事業における温室効果ガス削減に向けた取組について 

農林水産省においては、平成19年に「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」を策定し、農

林水産分野における地球温暖化の緩和策及び適応策の検討を進めてきたところです。この中で

農業農村整備事業においても、小水力発電等の自然エネルギーの有効活用を進めるとともに、

温室効果ガス排出削減等の環境配慮の取組を一層推進するため、ライフサイクルアセスメント

（LCA）手法を用いた温室効果ガス排出量の算定手法の検討を進めることとされています。 

 

1.2 温室効果ガスについて 

温室効果ガスの対象物質は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」により、以下の６物質

が定められており、地球温暖化係数（ＣＯ２＝１とした場合の温暖化への影響度）が同法施行令

により定められています。 

① 二酸化炭素（ＣＯ２）：地球温暖化係数＝1 

② メタン（ＣＨ４）：地球温暖化係数＝21 

③ 一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）：地球温暖化係数＝310 

④ ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）：地球温暖化係数は政令において物質毎に規定 

⑤ パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）：地球温暖化係数は政令において物質毎に規定 

⑥ 六フッ化硫黄（ＳＦ６）：地球温暖化係数＝23,900 

上記 6物質のうち、この説明書では、環境影響評価の対象となる事業行為により必然的に排

出されるものとして、①から③までの温室効果ガスを対象とし、②と③については地球温暖化

係数を使ってＣＯ２発生量に換算して比較・検討を行っています。 

 

1.3 ライフサイクルアセスメントについて 

ライフサイクルアセスメントは、ある製品やサービスから発生する環境への負荷をライフサ

イクル全体にわたって、科学的、定量的、客観的に評価する手法（ツール）です。 

農業農村整備事業におけるライフサイクルの観点からの評価は、対象施設の資材生産・施

工・廃棄段階等の、どの段階における環境負荷が大きいかを明確にすることを可能とします。 

 

段階 温室効果ガスの発生要因 

建設 建設機械の稼働、建設資材の使用 

供用(施設の維持管理) 施設の稼働、施設の補修、施設の管理・点検 

供用(営農･輸送) 営農機械の稼働、生産資材、作物・肥料等の輸送 

廃棄 建設機械の稼働、建設資材の使用 
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1.4 土地改良事業における温室効果ガス排出・削減量の算定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象事業地区の設定 

算定対象期間の設定 

新設事業 

40 年間 

更新事業 

40 年間 

ストックマネジメント事業 

100 年間 

段階別の算定方法の設定、算定資料の収集 

建設段階 

 

供用段階 

 

廃棄段階 

建設段階排出量×係数 

事業計画書

全体実施設計書

温室効果ガス算定 

プログラム 

産業連関表による 

データベース 

比較対照ケースの設定 

営農・輸送の効率化を

評価対象とするか？ 

対象事業地区における算定の実施 比較対照ケースにおける算定の実施 

建設段階 

供用段階(維持管理) 

廃棄段階 

供用段階(営農・輸送) 

建設段階 

供用段階(維持管理) 

供用段階(営農・輸送) 

廃棄段階 

対象事業地区における温室効果ガスの総合的評価 

対象事業地区における温室効果ガス削減対策の検討 

以下、｢ストマネ事業｣

ストマネ事業では

長寿命化計画 

ストマネ事業では供用段階(補修) 

温対法施行令 
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1.5 算定のための基礎知識について 

ここでは、農業農村整備事業における温室効果ガス発生量・削減量の算定を進めるための予備

知識として、いくつかの用語について解説します。 

用 語 本説明書における説明 

検討対象範囲 

以下の①と②を検討対象とする。 

①建設、供用(維持管理)、廃棄：農業農村整備事業の事業主体が直接的に関与する

農業基盤の建設、供用(施設の維持管理、施設の長寿命化のための補修・補強工

事)及び廃棄の各過程における温室効果ガス排出量 

②供用(営農・輸送、発電)：事業実施（ほ場の大区画化、農道の整備、発電施設の

設置等）に伴う温室効果ガス削減量 

検討境界 

ライフサイクルの基本的な流れは、原材料の採取から素材化を経た材料や製品を

利用して、施設の施工(建設)が行われた後、施設が供用(維持補修)され、耐用期間

を迎えた段階で施設が廃棄され、廃棄物については処理・処分される。 

農業農村整備事業は、こうした全体プロセスの中で、建設・供用・廃棄の各段階

に直接関与することが想定されることから、LCAの検討境界としてはこれらの３

段階を基本とする。 

検討対象期間 

施設の建設開始から事業計画に定めた施設別耐用年数までの期間を基本とする。

本手引きにおいては、事業地区全体を評価するための検討対象期間を40年間と

する。 

ただし、ストックマネジメント事業を実施して長寿命化を図る場合は、30、50、

70、80、90年目に補修・補強工事（ただし補強工事は70年目のみ）を行うと

仮定して100年間を検討対象期間とする。 

排出原単位 

「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」の第３条に示されている排出係数

を用いることを基本とする。これに記載の無い項目については、「温室効果ガス排

出量算定プログラム」の中に示されたメーカー聞き取り等により算定された原単

位を使用する。それ以外の項目については、「産業連関表による環境負荷原単位デ

ータブック－LCAのインベントリーデータとして－」を用いることとする。 

３EID（スリー

イーアイディ

ー） 

国立環境研究所が作成した「産業連関表による環境負荷原単位データブック－

LCAのインベントリーデータとして－」の英文タイトルの略称（Embodied 

Energy and Emission Intensity Data for Japan Using Input-Output 

Tables） 

カバー率 

算定作業を効率化するため、検討対象事業に含まれるすべての工種について温室

効果ガス発生量を算定せずに、事業費の大きい工種から順次算定を進めて全体事

業費の一定割合に達したところで、残りの少額の工種については率で補正するこ

とができる。この割合をカバー率という。 

例えば、全体事業費30億円の工事についてカバー率95%で温室効果ガス発生

量を計算する場合、事業費の大きい工種から順次計算を進め、累積事業費が28.5

億円に達した段階で計算を打ち切り、これに100/95を乗じて工事全体からの温

室効果ガス発生量と見なすことになる。 
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２． 温室効果ガス算定シートの使い方 

2.1 算定シートの構成 

この算定シートは、温室効果ガス算定プログラムを使用して土地改良事業で整備さ

れる主要な施設種についてケーススタディを実施しした結果から、施設の主要な諸元

から温室効果ガス排出・削減量を概算することを目的として開発されました。 

 

シート 

番号 
シート名称 説  明 

１ 算定シートの使い方 

この説明書が手元に無い場合でも基本的な操作がわ

かるように、算定シートの使用方法について簡単に説明

しています。 

2 地区総括表 

算定シートは、事業1地区について1ファイルを使用

しますが、3から8までのシートに施設諸元等を入力す

ることによって、対象地区のライフサイクル全体での温

室効果ガス排出・削減量を自動的に集計します。 

集計結果は、事業の標準耐用年数40年の場合と、ス

トックマネジメントにより100年まで長寿命化した場

合の2つのケースで計算されます。 

上部の地区概要表は手で入力して下さい。 

3 ダム・頭首工 

 ダムと頭首工について諸元を入力することにより、温

室効果ガス排出量が計算されます。なお、固定堰につい

ては原単位が設定されていないため、暫定的に起伏堰の

原単位を使用して計算されています。 

4 用排水路 

 開水路(開渠)、暗渠、環境配慮型水路、トンネル、管

路の5種類に分かれます。 

開水路は、コンクリート三面張りの水路を対象とした

算定式及び原単位となっています。水路の構造が柵渠や

土水路の場合は誤差が大きくなります。 

トンネルはケーススタディを行っていないため、暫定

的に暗渠の原単位を流用しています。 

5 揚排水機場  揚水機場と排水機場に分かれます。 

6 調整池・水管理施設  調整池（タンクと皿池）と水管理施設に分かれます。

7 農道・圃場整備 
 農道と圃場整備に分かれます。輸送と営農の効率化に

より供用段階での温室効果ガス削減量が計算されます。

8 発電施設 

 小水力発電施設（ダム式と水路式）と太陽光発電施設

に分かれます。商用電力の使用量が減ることによる温室

効果ガス削減量が計算されます。 

9 原単位リスト 

太陽光発電関係を除く全施設種の原単位、補正係数

（規模、カバー率）等が整理されています。この表の値

を修正するとファイル内のすべての関係するシートに

反映されます。 

10 原単位リスト（太陽光発電）

 太陽光発電に係る都道府県別の原単位（東日本大震災

前後の平成22年及び平成24年）と算定に使用した各種

係数が整理されています。 
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2.2 算定シートへの入力方法 

  (1) 地区総括表への入力 

・ このシートは３つの表から構成されています。 

・ 上段の表は、算定対象地区の基本情報を入力します。 

・ 中段と下段の表は、施設別算定シートの結果を集計して自動的に計算されます。 

・ 中段の表は、標準耐用年数40年とした場合のライフサイクルでの温室効果ガス排

出・削減量の集計結果です。地区合計は40年間と100年間で示されますが、100

年間での数字は、下段のストックマネジメントを行った場合と比較するための数字

です。 

・ 下段の表は、供用段階の30、50、70、80、90年目に補修・補強工事を行うこ

とによって、標準耐用年数を100年まで長寿命化した場合の温室効果ガス排出・

削減量の集計結果です。 
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  (2) ダム・頭首工の算定シートへの入力 

・ このシートは、大きくダムと頭首工の２つの表から構成されています。 

・ 白い枠が入力対象となる部分です。 

・ ダムの算定表は、コンクリートダムとフィルダムから構成されており、それぞれ３ヶ所

まで入力することができます。 

・ 入力する必要がある諸元は、コンクリートダムでは、堤体積(千m3)、総貯水量(千m3)、

有効貯水量(千m3)の 3つ、フィルダムでは堤体積(千m3)、総貯水量(千m3)、有効貯水

量(千m3)、流域面積(km2)、材料運搬距離(km)の５つです。 

・ ストックマネジメントにより施設を長寿命化した場合の温室効果ガス排出・削減量の変

化について検討をするためには、ストックマネジメントの対象面積（維持管理において

補修・補強が必要なコンクリート構造物等の面積）を記入する必要があります。 

・ 頭首工の算定表は、可動堰（引上堰）、可動堰（起伏堰）、固定堰の３つの表から構成さ

れており、可動堰が各6ヶ所、固定堰が3ヶ所まで入力することができます。 

・ 入力する必要がある諸元は、堤長(m)と取水量(m3/sec)です。取水量については、事業

概要書等では単位が、(m3/min)で表示されている場合がありますので、その場合は60

分の1にして入力して下さい。 

・ ストックマネジメントに係るを検討行うためには、ダムと同様にストックマネジメント

の対象面積を記入する必要があります。 
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  (3) 用排水路の算定シートへの入力 

・ このシートは、大きく開水路・暗渠・環境配慮型水路とトンネル・管路の２つの表から

構成されています。環境配慮型水路以外については、10路線まで記入できますが、こ

れで足りない場合は、行を挿入して計算式をコピーして下さい。その際、小計欄の式に

ついても集計漏れがないことを確認して下さい。 

・ 白い枠が入力対象となる部分です。 

・ ストッマネジメント対象面積は自動計算されます。 

・ 開水路・暗渠・環境配慮型水路の算定表は、用水路・排水路の別と水路構造をリストか

ら選び、水路長、水路幅、壁高を入力します。 

・ １本の水路で開水路部分と暗渠部分がある場合は、それぞれに分けて入力します。 

・ １本の水路で水路幅や壁高が変化する場合は平均値を記入しますが、単純平均ではなく

水路長により加重平均を求めて入力して下さい。 
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２．温室効果ガス算定シートの使い方 使用説明書 
   

    

  (4) 揚排水機場の算定シートへの入力 

・ このシートは、大きく揚水機場と排水機場の２つの表から構成されています。それぞれ

10ヶ所まで記入できますが、これで足りない場合は、行を挿入して計算式をコピーし

て下さい。その際、小計欄の式についても集計漏れがないことを確認して下さい。 

・ 白い枠が入力対象となる部分です。機場名、揚排水量(m3/sec)、実揚程(m)を入力しま

す。揚排水量については、事業概要書等では単位が、(m3/min)で表示されている場合

がありますので、その場合は60分の1にして入力して下さい。また、揚水機場の場合

は、(L/min)で示されていることも多く、さらに千分の1にする必要があります。 
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２．温室効果ガス算定シートの使い方 使用説明書 
   

    

  (5) 調整池・水管理施設の算定シートへの入力 

・ このシートは、大きく調整池（タンク、皿池）と水管理施設の２つの表から構成されて

います。 

・ 調整池は、タンクと皿池をそれぞれ10ヶ所まで記入できますが、これで足りない場合

は、行を挿入して計算式をコピーして下さい。その際、小計欄の式についても集計漏れ

がないことを確認して下さい。 

・ タンクについては、ストックマネジメントの対象面積が自動計算されますが、皿池につ

いては、構造が多様なため、施設毎に入力する必要があります。 

・ 水管理施設は、5ヶ所まで記入できます。中央管理施設についてケーススタデイを行っ

た結果から原単位を設定しており、子局は対象としていません。一般的な国営事業地区

では１ヶ所か多くて2ヶ所程度と考えられます。 
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２．温室効果ガス算定シートの使い方 使用説明書 
   

    

  (6) 農道・圃場整備の算定シートへの入力 

・ このシートは、大きく農道と圃場整備の２つの表から構成されています。 

・ 農道については、ストックマネジメントの対象面積が自動計算されますが、圃場整備に

ついては、通常の営農行為により恒常的に維持管理されることから、ストックマネジメ

ントの対象外となっています。 

・ 農道と圃場整備をそれぞれ10ヶ所まで記入できますが、これで足りない場合は、行を

挿入して計算式をコピーして下さい。その際、小計欄の式についても集計漏れがないこ

とを確認して下さい。 
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２．温室効果ガス算定シートの使い方 使用説明書 
   

    

  (7) 発電施設の算定シートへの入力 

・ このシートは、大きく小水力発電施設と太陽光発電施設の２つの表から構成さ

れています。 

・ 小水力発電施設については、さらにダム式と水路式に分かれており、それぞれ

5ヶ所ずつ記入することができます。これで足りない場合は、行を挿入して計

算式をコピーして下さい。その際、小計欄の式についても集計漏れがないこと

を確認して下さい。 

・ 太陽光発電施設については、太陽電池のパネルタイプにより、結晶シリコン太

陽電池、アモルファスシリコン太陽電池、CISG/CIS 系太陽電池に分かれてい

ます。それぞれの太陽電池の製造過程で発生する温室効果ガスの原単位が異な

るためです。 

・ 太陽光発電の発電量は、設置場所の日照時間が関係しますが、ここでは都道府

県別の平均日照時間により計算しています。したがって、設置場所の都道府県

をドロップダウンリストから選んで下さい。 

・ 供用段階の温室効果ガス削減量は、平成22年(H22)と平成24年(H24)の温

室効果ガス排出係数により計算されます。平成23年 3月に発生した東日本大

震災により原子力発電所の稼働が停止され、沖縄電力を除く各電力会社の温室

効果ガス排出係数に大きな差が出たためです(H22＜H24)。原子力発電所の稼

働が停止されている状況下では平成24年の削減量が見込まれますが、その後、

全国の原子力発電所が順次再稼働した場合は、平成22年の削減量に近づくこ

とが想定されます（p.13参照）。 
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２．温室効果ガス算定シートの使い方 使用説明書 
   

    

2.3 原単位・各種係数の見直し 

  (1) 原単位の見直し 

・ 温室効果ガス排出・削減量の原単位は、今後、関係する政令等の改正により変更する必

要があることも考えられます。また、温室効果ガス算定プログラムによる算定事例が追

加されることによって、より適切な原単位に変更する必要があることも想定されます。 

・ その場合は、下記のシートの該当する原単位の値を変更することによって、その値を参

照している施設種のシートも再計算されます。 

(2) 各種係数の見直し 

・ カバー率補正係数や廃棄係数についても、温室効果ガス算定プログラムによる算定事例

が増えてくることによって、より適切な数値に変更されることも想定されます。 

・ その場合は、下記のシートの該当する係数の値を変更することによって、その値を参照

している施設種のシートも再計算されます。 
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２．温室効果ガス算定シートの使い方 使用説明書 
   

    

(3) 太陽光発電に係る原単位等の見直し 

・ 太陽光発電の原単位は、商用電力の代替エネルギーとしての位置づけから、温室効果ガ

ス削減量を各電力会社の発電に伴う温室効果ガス排出量との比較により算定しています。 

・ この商用電力の発電に伴う温室効果ガス排出の原単位は、1kW当たりの発電により排

出する温室効果ガス排出量として、経済産業省と環境省から毎年公表されており、「排出

係数」と呼ばれています（地球温暖化対策の推進に関する法律）。 

・ この算定シートにおいては、東日本大震災の発生によってすべての原子力発電所が停止

され、その後の温室効果ガス排出係数が大きく増加したことから、震災前の平成22年

と震災後の平成24年の排出係数を使用して２つの原単位を設定しています。 

・ 平成 24年の排出係数を使うと削減効果は大きくなりますが、今後、原子力発電所が再

稼働すれば、削減効果は減少することになり、必要に応じて見直す必要があります。 
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３．ＱアンドＡ 使用説明書 
   

    

３． ＱアンドＡ 

 

質問１ ダムの諸元の資材運搬距離が事業地区概要や事業誌では不明な地区があるため、不明

な場合は、統一的な距離を諸元に入力するなどの対応はできないか。 

 

【答 1】 フィルダムの施設諸元⑤にある「材料運搬距離」とは、ダム建設予定地と土取り場（コ

ア材、ロック材等）との距離であるが、計画段階では土取り場が決まっていない場合も

あり、その場合は、局で把握できた他地区の材料運搬距離の平均等を使用することも可

能。1地区も見つからない場合は、仮の距離（例えば 10km）で算定してかまわない。

平均値、仮の距離のいずれを使用する場合も、仮定の距離を使用した算定結果だと分か

るように、備考欄にその旨記載すること。 

 

質問 2 計画では調整池と記載されているものの、堤高が15m以上であれば、算定はダムで

行うべきか？また、サイフォン等については水路のどの算定式を使用すべきか。 

 

【答 2】 調整池、水路ともに構造で判断して算定式を選択することとする。よって、調整池で

も堤高が15m以上であればダムとし、サイフォンについては、管で作られていれば管

路、ボックスであれば暗渠というように算定式を選択する。 

 

質問 3 ある幹線水路では、トンネル、開水路、暗渠、サイフォン、管水路で構成されており、

それぞれの構造断面は示されているものの、各延長は示されていない。その場合の算

定方法はどうすれば良いか。 

 

【答 3】 １本の水路が複数の水路タイプで構成され、それぞれの延長が不明の場合は、水路全

体に占める割合の一番多い水路構造で代表させて、その諸元（場所によって規模が変化

する場合は加重平均を使用）を入力して算定する。 

 

質問 4 排水機場の排水量は、最大排水量、常時排水量のどちらを入力すればよいのか。 

 

【答 4】 最大排水量を入力。なお、揚水機場であれば最大揚水量を入力する。 

 

質問 5 用排水機場は、揚水機場、排水機場どちらのシートに入力すべきか。 

 

【答 5】 用水と排水どちらの機能として工事されているかにより判断して入力する。判断でき

ない場合は、揚水機場のシートに入力する（揚水機場シートの方が算定結果が高めに出

るため、安全側を取ることとする）。 
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３．ＱアンドＡ 使用説明書 
   

    

質問6 ファームポンド等の整理について、記載方法が異なっており、例えば、調整池、調整

水槽、調整槽等の記載がある。どれがファームポンド等に該当するのか。 

 

【答 6】 事業概要図、事業誌等の資料に記載されているファームポンド若しくはそれに類する

円形状の施設はタンクとして算定する。円形以外の形状の施設が記載されている場合は、

堤高15m以下のものは皿池で、堤高15m以上のものはダムで算定する。 

 

質問 7 ストックマネジメントの対象面積はどのように求めれば良いのか。 

 

【答 7】 水路（開水路、暗渠、トンネル、管路）、調整池（タンク）、農道については、施設

諸元を入力するとストックマネジメントの対象面積が自動的に計算される。それ以外の

施設（ダム、頭首工、揚排水機場、調整池（皿池）、水管理施設、発電施設）について

は、施設規模や形状によってストックマネジメントの対象面積の誤差が大きくなること

から、個別に算定することとしている。なお、揚排水機場の建屋については、揚排水量

と相関がある可能性も考えられることから、算定式を導くことができる可能性があるこ

とから今後の課題としたい。 

 

質問 8 この算定シートとは別に、温室効果ガス算定プログラムがあるが、どのように使い分

ければ良いのか。 

 

【答 8】 施設の工事積算書が有る場合は、算定プログラムを使用して精度の高い温室効果ガス

排出量を算定することが可能である。この算定シートは、算定プログラムを使用した多

くの施設の算定結果をもとに、施設諸元と温室効果ガス排出量の関係に注目して、計画

段階の施設諸元から温室効果ガス排出・削減量の概算値を求めることを目的として作成

されている。 
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